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改正について

近畿運輸局海上安全環境部運航労務監理官
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局１．安全管理規程ひな形（フェーズ２）の改正方針と概要

3

令和４年12月22日付「旅客船の総合的な安心・安全対策」に掲げられた「事業者の安全管
理体制の強化」に従って、以下の通り、安全管理規程の実効性を確保するための改正を行う。

「旅客船の総合的な安心・安全対策」（令和４年12月12日付・知床遊覧船事故対策検討委員会）※抜粋
（１）事業者の安全管理体制の強化 【安全管理規程の実効性確保】
⑧ 安全管理規程の重要規定の法令化とひな形の充実
・安全管理規程（ひな形）の記載内容のうち、重要な規定について法令に位置づけるとともに、安全管理規程（ひ
な形）の内容の充実を図る。
⑨ 運航管理者の助言の尊重義務の法令化
・事業者は、運航管理者に必要な権限を与え、その助言を尊重しなければならないことを、法令で規定する。
⑩ 運航管理体制の強化
・運航管理の責任体制を明確化する。

改正方針

改正概要

● R8.4.1に施行された改正海上運送法において、安全統括管理者と運航管理者の選任要件
が変更されるとともに、その権限及び責務が明示された。

● よって、今般施行された改正法の内容を「反映」するとともに、義務づけ内容を更に
「明確化」することにより、安全管理規程ひな形の充実を図り、以て「旅客船の総合的な
安心・安全対策」を着実かつ実効的に実施する。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局２．今般の改正のポイント ～「旅客船の総合的な安心・安全対策」に従って～

● 章立ての変更
○ 「旅客船の総合的な安心・安全対策」の提言に基づき、安全管理規程の重要規定については、

すでに法令化したところ。
○ 他方、現行ひな形（フェーズ１）の章立ては法令の構成と異なるため、法令化した事項との

対照関係が分かりづらい。
○ そこで今般、法令の構成に沿う形に章立てを改める。

● 規程による義務づけ内容の明確化
○ 安全管理規程の実効性を確保するためには、事業者は勿論のこと、第３者が見ても義務づけ

内容が容易に理解できるよう、個々の規定内容について、可能な限り具体化する必要がある。
○ この点、現行のひな形（フェーズ１）は義務づけ内容がやや抽象的なため、改善の余地が

あった。
○ よって今般、義務づけ内容の更なる明確化を行う。

● 新たな法施行内容の反映
○令和8年4月１日施行の改正海上運送法により、安全統括管理者及び運航管理者に関する「選

任要件」ならびに「権限及び責務」が明示された。
○ 「運航可否判断」についても、これまでは船長と運航管理者双方が実施していたところ、運

航管理者の職務内容として法律上明記された。
○ 他方で、船長は従前通り、運航中止や避航等の措置を自らの判断で実施できるため、それぞ

れの権限を明記した。 4



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

安全管理規程に定めるべき内容 （海上運送法）

３．法令化された安全管理規程の重要事項①

5

（安全管理規程）
第十条の三 一般旅客定期航路事業者は、輸送の安全を確保するため、安全管理規程を定め、その事業の開始前に、国土交通省令で定める

ところにより、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 安全管理規程は、次に掲げる事項に関し、国土交通省令で定めるところにより、必要な内容を定めたものでなければならない。

一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項
二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項
三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項
四 次条第一項に規定する安全統括管理者の選任に関する事項
五 第十条の六第一項に規定する運航管理者の選任に関する事項

３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該一般旅客定期航路事業者に対し、これを変更すべきことを
命ずることができる。

４ 一般旅客定期航路事業者は、安全管理規程を遵守しなければならない。

（安全統括管理者）
第十条の四 一般旅客定期航路事業者は、その事業における安全管理体制の確保を図るため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位

にある者であつて、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者のうちから、安全統括管理者一人を選任しなければならない。
一 当該事業の用に供する船舶が総トン数（船舶のトン数の測度に関する法律（昭和五十五年法律第四十号）第五条第一項に規定する総トン数

をいう。以下同じ。）二十トン未満の船舶（以下「小型船舶」という。）以外の船舶及び小型船舶である場合 第三十二条の三第一項第一号の
総合安全統括管理者資格者証の交付を受けている者

二 当該事業の用に供する船舶が小型船舶以外の船舶のみである場合 第三十二条の三第一項第一号の総合安全統括管理者資格者証又は
同項第二号の大型船舶安全統括管理者資格者証の交付を受けている者

三 当該事業の用に供する船舶が小型船舶のみである場合 第三十二条の三第一項第一号の総合安全統括管理者資格者証又は同項第三号の
小型船舶安全統括管理者資格者証の交付を受けている者

２～４ （略）

（運航管理者）
第十条の六 一般旅客定期航路事業者は、その事業の用に供する船舶の運航を管理させるため、国土交通省令で定めるところにより、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者のうちから、船舶ごとに運航管理者を選任しなければならない。
一 運航を管理させる船舶が小型船舶以外の船舶である場合 第三十二条の七第一項第一号の総合運航管理者資格者証又は同項第二号の

大型船舶運航管理者資格者証の交付を受けている者
二 運航を管理させる船舶が小型船舶である場合 第三十二条の七第一項第一号の総合運航管理者資格者証又は同項第三号の小型船舶運航

管理者資格者証の交付を受けている者
２～５ （略）



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局３．法令化された安全管理規程の重要事項②

■ 輸送の安全を確保するための次に掲げる事項

（１） 事業の運営の方針

・基本的な方針

・輸送の安全確保のための定めの遵守

・取組み

（２） 事業の実施及びその管理の体制

・組織体制

・勤務態勢

・経営責任者の責務

・安統管・運管の権限及び責務

（３） 事業の実施及びその管理の方法

・事故等の情報を伝達及び共有する方法

・運航の管理に関する事項

① 運航計画、配船計画、配乗計画の作成等

② 運航管理に必要な情報の収集及び伝達の方法

③ 船舶の運航を中止する場合の対応

④ 運航基準図の作成及び備付け

⑤ 危険物の取扱い

⑥ 旅客の乗下船及び貨物の積み下ろし並びに離着岸時の作業方法

⑦ 従業者の酒気帯び及び疾病等を確認する方法

⑧ 輸送施設の点検整備を確実に実施する方法

⑨ 輸送の安全に支障が生ずるおそれのある船舶その他の輸送施設を使用しない場合の対応

⑩ 旅客等が遵守すべき事項の周知

・事故・災害等防止対策の検討及び実施

・事故・災害等発生時の対応

・事業の実施及び管理状況の確認

・教育訓練の実施方法

・文書の整備及び管理

・事業の実施及び管理の改善

（４） 安全統括管理者及び運航管理者の選任・解任
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安全管理規程に定めるべき内容② （施行規則７条の４）



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局４．安全管理規程（フェーズ２） 新たな法施行内容反映の例①

○○船名

100-00000船舶番号

GTGTGT19GT総トン数

限定沿海区域航行区域

人人人20人旅客定員

人人人2人乗組員の最小定

員

○○株式会社船員の配乗権

○○ △△運航管理者

7

本規程

今般法改正に伴い、責任の所在を明確化するため、使用船舶1隻ごとに、担当する運航管理
者1名を明記する。また、営業所について、非常時に運輸局から連絡できるよう電話番号等
連絡先を明記する。

□□港発着所営業所名

00-0000-0000電話番号

0000@11.or.jpﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

大阪市港区所在地（市町村）

○○航路担当する区域

（適用範囲）
第２条 船舶運航事業には、海上運送法に基づく事業計画に定める次の船舶を使用すること
とし、本規程を適用する。

２ 船舶運航事業に使用する次の営業所に本規程を適用する。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局４．安全管理規程（フェーズ２） 新たな法施行内容反映の例②

（運航管理者の権限及び責務）
第１２条 運航管理者の権限及び責務は、次のとおりとする。

(1) 船舶の運航に関する計画（運航計画、配船計画及び配乗計画をいう。）を策定すること。
(2) 前号の計画に基づき、担当船舶の船長に対し、船長の職務権限に属する事項を除き、船舶運航事業における船舶の利用

（又は使用）に関する必要な指示をすること。
(3) 第１号の計画に基づく船舶運航の安全を確保するため、必要な人員を配置し、関係法令及び本規程に基づき作業を行わせ

るよう、指揮及び指導をすること。
(4)  定点連絡その他の方法により、運航中の担当船舶の動静を把握すること。
(5)  担当船舶に危険を及ぼさないよう、気象・海象・水象その他の事情を勘案し、又は運航基準の運航中止条件に従い、担当船

舶に係る第１項の計画変更又は船舶運航の中止（第２号の船舶の利用（又は使用）に関する取消しを含む）を決定し、それ
を船長に指示すること。

(6)  船舶その他の輸送施設の点検及び整備を確実に実施し、輸送の安全に支障が生ずるおそれがある船舶その他の輸送施設を使
用しないこと。

(7)  従業者に対し、健康状態（酒気帯びの有無を含む。）その他の理由により安全に業務が遂行することができないおそれの有
無を確認すること。

(8)  事故の発生に関する情報の伝達及び共有並びに人命、積荷及び船舶の救助等に関する措置を行うこと。
(9) 輸送の安全に関する業務の実施状況について、正確に記録し、備置し、保存すること。
(10) その他、第４章、第５章及び第６章に定める業務に関すること。

（船長の権限）
第１４条 船長は、第１２条の規定に関わらず、自らが指揮する船舶の運航の中止、避航その他航海の安全を確保するために必要

な措置を即時に実施する権限を有する。
8

本規程

今般施行する改正法において、「運航計画の策定」や「運航可否判断」は、運航管理者の
職務とされる。他方、船長は従前通り、運航中止や避航等の措置を自らの判断で実施できる
ため、それぞれの権限を明示した。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局４．安全管理規程（フェーズ２） 新たな法施行内容反映の例③

（発航中止条件等）
第２条 発航前に運航を中止すべき条件は、発航地港内及び航行予定の海域上の気象・海象・水象に関する情報や予報が、次に掲
げる条件のいずれかに達しているとき又は達するおそれがあるときとする。

２ 運航管理者は、担当船舶の発航予定時刻の○時間前時点及び発航予定時刻直前の○分前時点に、前項の気象・海象に関する
情報や予報について、次に掲げるとおり入手する。

３ 運航管理者は、第１項の条件に該当することを確認したときは、直ちに、担当船舶の発航中止を決定し、担当船舶の船長に
対し、旅客の下船その他の適切な措置をとることを指示する。

４ 運航管理者は、第２項により入手した気象・海象に関する情報や予報の他、自社が地域旅客船安全協議会に加盟している場
合、同協議会の会員又は構成員からの意見により、発航を中止すべき事実を把握したときは、発航を中止する。

５ 船長は、第３項の運航管理者からの発航の中止に関する指示命令の有無に関わらず、自らが指揮する船舶の発航の中止を決
定することができる。
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情報の入手元
港・地点名

視程波高風速

○港

○港

○○海域上

情報の入手元
港・地点名

視程波高風速

○港

○港

○○海域上

運航基準

今般施行する改正法において、「運航計画の策定」や「運航可否判断」は、運航管理者の職
務とされる。
他方で、船長は従前通り、運航中止や避航等の措置を自らの判断で実施できるため、それぞれ
の権限を明示した。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

当該事業者は、令和８年度中に
ドライブレコーダーを設置するほか、
安全管理規程において、
ドライブレコーダーを用いた
教育訓練の実施方法に関する
事項を定め、規程の変更届出を
行う必要があります。

４．安全管理規程（フェーズ２） 新たな法施行内容反映の例④

（教育・訓練計画）
第３５条安全統括管理者は、次の各号に掲げる教育・訓練について、同号に掲げる時期に実施するものとして、教育・

訓練計画を策定する。これを変更するときも同様とする。
(1) 関係法令及び本規程を従業者に遵守させるために必要な教育・訓練

本規程に基づく業務に従事する前まで及び年１回以上
(2) 事故・災害等の発生の原因に関係する従業者に対する再発防止のための教育・訓練

事故・災害等の発生後から業務に復帰する前まで
(3) (2)以外の場合であって、関係法令及び本規程を遵守できなかった従業者に対する教育

遵守できなかった事実から１月以内
(4) 避難港を利用する航路に就航する小型船舶の船長に対する教育・訓練

当該船長が当該小型船舶に乗船する前まで
(5) 船員法第14条の３第２項に基づく操練法令に適合する時期
(6) 船員法第118条の２又は第118条の３の規定による旅客船の乗組員に対する教育・訓練

当該乗組員が乗船する前及び教育・訓練後５年を超えない期間（船員法第118条の２）
当該乗組員が乗船する前及び教育・訓練後２年を超えない期間（船員法第118条の３）

(7) 小型船舶の船長等に対する船員法第118条の４又は第118条の５第１項の規定による特定教育・訓練
当該船長等が小型船舶に乗船する前まで

(8) 事故が発生した場合を想定した事故処理組織による全社的な実践訓練
年１回以上

 (9) 船舶における映像記録装置の記録を活用した教育・訓練
年１回以上

10

本規程

令和９年４月１日より、小型船舶（総トン数２０トン未満）のみをその用に供する旅客不
定期航路事業を営む者は、ドライブレコーダーを用いた教育訓練が義務付けられます。

※映像記録装置とは、告示で定める基準を満たした装置のこと。いわゆるドライブレコーダー。
※記録とは、日没から日出を除く、船舶が航行する間の装置を起動させて記録したもののこと。
※義務化が適用される航路とそれ以外をまとめて一つの安全管理規程で届け出ている場合、実施時期に続けて以下を追記する。

（○○不第〇号〇〇～〇〇航路に限る）

フェーズ２では、具体的な教育内容が明記されています。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局５．運航管理者と船長・船員の兼任禁止について

●運航管理者と船長・船員の兼任禁止
（運航管理者等の勤務体制）
第９条 運航管理者は、担当の船舶が旅客の輸送に従事している間は、第12条に規定する責務を果
たすため、船員として船舶に乗り組んではならない。ただし、他の運航管理者にその職務を引き
継いだ場合は、その限りではない。

⇒陸上に運航管理者がいない状態となる場合は原則として船舶の運航は停止しなければならない。
よって、運航管理者が一名しかいない場合、原則として運航管理者と（船長だけでなく）船員の
兼任は出来ない。

※ただし、同時に運航している船舶が１隻であって、当該船舶の総トン数が20トン未満（小型船
舶）かつ旅客定員が13人未満である事業者（限定小規模事業者）は、下記全ての条件を満たすこ
とで運航管理者を船長・船員兼務運航管理者として船舶に乗り込ませることができる。

・船舶に乗り組ませる運航管理者に、兼務講習（２年ごとの更新制）をあらかじめ受講させるこ
と

・陸上従業者（自社の従業者以外の者でも差し支えない。）に兼務講習をあらかじめ受講させ、
当該陸上従業者を事務所又は事業場などの運航管理者と常時連絡が可能な場所に配置すること

・所轄地方運輸局長に対し、あらかじめ当該従業者の報告及び講習修了証明書の提出を行うこと

11



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（ひな形について）

12

本規程、運航基準、作業基準、事故処理基準

各規程及び基準の表紙に記載の項目を追記修正していただく必要があります。

本規程、運航基準、作業基準、事故処理基準のすべ
ての表紙において、「（ひな形）」を削除し、「規程の実
施年月日」、「事業者名」を記載するようにしてください。
また、実施年月日については、安全管理規程変更届
出書の表紙に記載する実施年月日と一致するように
お願いします。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（運航管理員について）

意義用語番号

運航管理者以外の者で船舶の運航の管理に従事す
る者運航管理員(7)

13

本規程

従来の区分でいう、「副運航管理者」「運航管理補助者」「運航管理者代行」「副運航管理
者代行」と区分されていた者のうち、運航管理者として選任される者以外の者（自社の従業
者以外の者であっても差し支えない。）は全て運航管理員になります。

（用語の定義）
この規程における用語の定義は、法令に定める意味のほか、次表に定めるところによる。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（車両の積載について）

意義用語番号
・・・△△△・・・。△△△(△)

陸上において、旅客又は車両の整理、誘導、船舶
の離着岸時の綱取り等の作業に従事する者

陸上従業員(9)

船舶上において、旅客又は車両の整理、誘導、船
舶の離着岸時の綱取り等の作 業に従事する者

船内作業員(10)

・・・〇〇〇・・・。〇〇〇(〇)

岸壁（防舷設備を含む。）、可動橋、人道橋、旅
客待合室、駐車場等船舶の係 留、旅客及び車両の
乗降等の用に供する施設

陸上施設(25)

道路運送車両法第２条第１項に規定する「道路運
送車両」

車両(26)
14

本規程、運航基準、作業基準、事故処理基準

車両を積載しない船舶については、車両に関係する規定等を削除する必要があります。削除
漏れが多いので、作成時は注意が必要です。近畿局管内では貨物フェリー以外のほぼ全事業
者で削除が必要になります。

（用語の定義）
この規程における用語の定義は、法令に定める意味のほか、次表に定めるところによる。

〔(9)陸上作業員〕
自動車航送を伴わない旅客船の場合は、「又は車両」を削除すること。
〔(10)船内作業員〕
自動車航送を伴わない旅客船の場合は、「又は車両」を削除すること。
〔(25)陸上施設〕
自動車航送を伴わない旅客船の場合は、「、可動橋」「、駐車場」「及び車
両」を削除すること。
〔(26)車両〕
自動車航送を伴わない旅客船の場合は、この項目は削除すること。

※その他、 「自動車航送を伴わない旅客船の場合は、本条を規定する必要
はない。」等の記載ありのため、注意して作成が必要。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（船長兼務運航管理者について）

意義用語番号
・・・△△△・・・。陸上施設(25)

船長を兼務する運航管理者船長兼務運航管理者(26)
運航管理者を船員として船舶に乗り組ませようと
する者が配置しなければならない、当該運航管理
者と常時連絡をとることができる従業者（船舶に
乗り組んでいない者に限る。自社の従業者以外の
者でも差し支えない）

陸上従業者
(27)

法令に定められた要件に適合し、かつ、運航管理
者を船員として船舶に乗り組ませるために法令で
義務づけされた講習

兼務講習(28)

同時に運航している船舶が1隻であって、当該船
舶の総トン数が20トン未満（小型船舶）かつ旅客
定員が13名未満である内航貨客定期航路事業を営
む者又は内航一般不定期航路事業者を営む者

限定小規模事業者(29)

15

「安全統括管理者及び運航管理者の選任等の運用について」（令和7年4月1日付け国海安第1
号）第7（１）限定小規模事業者特例に該当する者は、以下を追加する。 また、本文中の
「運航管理者」又は「船長」は、すべて「船長兼務運航管理者」に置き換える。

（用語の定義）
この規程における用語の定義は、法令に定める意味のほか、次表に定めるところによる。

※旅客定員12名以下の小型船舶事業者用のみ記載可
本規程、運航基準、作業基準、事故処理基準



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（河川湖を運航する事業者について）

16

本規程、運航基準、事故処理基準

河川湖沼事業者は、書き換えが必要な項目に注意して作成が必要です。安全管理規程の本規
程、運航基準、事故処理基準において変更が必要な箇所がいくつかあるので、チェックマ
ニュアルを参照しながら作成を行う必要があります。

安全管理規程第２２条

運航基準第６条

※変更が必要な箇所の例



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（船員法非適用事業者について①）

17

本規程、運航基準

船員法非適用事業者は、書き換えが必要な項目に注意して作成が必要です。安全管理規程の
本規程、運航基準において変更が必要な箇所があるので、チェックマニュアルを参照しなが
ら作成を行う必要があります。

安全管理規程第３５条

安全管理規程第３７条

※変更が必要な箇所の例



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（船員法非適用事業者について②）

18

本規程、運航基準

船員法非適用事業者は、書き換えが必要な項目に注意して作成が必要です。安全管理規程の
本規程、運航基準において変更が必要な箇所があるので、チェックマニュアルを参照しなが
ら作成を行う必要があります。

運航基準第１５条（１２名以下は第１４条、貨物フェリー、一般は第１６条） ※変更が必要な箇所の例



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（船員法非適用事業者について③）

19

本規程、運航基準

船員法非適用事業者は、書き換えが必要な項目に注意して作成が必要です。安全管理規程の
本規程、運航基準において変更が必要な箇所があるので、チェックマニュアルを参照しなが
ら作成を行う必要があります。

運航基準第２１条（１２名以下は第２０条、貨物フェリー、一般は第２２条） ※変更が必要な箇所の例



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（地震防災対策基準について）

20

本規程

一般定期航路事業及び旅客不定期航路事業者のうち、（１）～（３）に該当する場合は、地
震防災対策基準の作成が必要になります。

安全管理規程第１条

近畿管内では、多くの地域が（３）に該当します。
詳細は、内閣府HPをご確認ください。
「南海トラフ地震対策 : 防災情報のページ - 内閣府」
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/index.html
・市町村一覧 R7.7 (PDF形式：295KB)
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankaitr
ough_shichouson.pdf



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

安全統括管理者の勤務場所については、実際に勤務する
場所（本社、○○営業所等）を記載すること。

運航管理員の勤務場所については、実際に勤務する場所
（本社、○○営業所等）を記載すること。なお、運航管
理員が1人の場合は、「若干人」を「1人」と規定して
差し支えない。

６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（組織体制について）

21

本規程

各営業所ごとに実際に勤務する人数を記載する必要があります。また、営業所が１か所の場
合には、不要な（２）、（３）などは削除するようにしてください。

安全管理規程第６条

（組織体制）
第６条 次に掲げる者を選任し、輸送の安全の確保について責任ある体制を構築する。

（例）
(1) 本社 安全統括管理者 １ 人

運航管理者 △ 人
運航管理員 若干人

(2) ○○営業所 運航管理者 △ 人
運航管理員 若干人

(3) ○○営業所 運航管理者 △ 人
運航管理員 若干人

２ 前項に定める輸送の安全に関する組織体制及び指揮命令系統については、次に従っ
て組織図を作成する。
(1) 複数の運航管理者が選任されている営業所にあっては、担当する船舶等の職務分担

を明確にしておくものとする。ただし、重要な事項については、安全統括管理者の指示
をもって処理するものとする。
(2) 安全統括管理者が病気等を理由に不在となる場合や重大な事故、災害等に対応する
場合についての職務分担及び指揮命令系統を明確にしておくものとする。

運航管理者は、船舶毎に選任が必要であるが、その責務
を果たすことができる範囲において、1人あたり複数の
船舶を担当することができる。また同様に、その責務を
果たすことができる範囲であれば、1人あたり複数の営
業所を担当することも妨げない。この場合、担当する箇
所にそれぞれ記載する。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（運航計画について）

22

本規程

一般定期航路事業及び旅客不定期航路事業者以外の事業者については、削除する箇所がある
ので、注意して作成が必要です。

安全管理規程第１６条

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用以外



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（配船計画について）

23

本規程

一般定期航路事業及び旅客不定期航路事業者以外の事業者については、削除する箇所がある
ので、注意して作成が必要です。

安全管理規程第１７条

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用以外



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（配乗計画について）

24

本規程

避難港を設置していない場合は、削除する箇所があるので、注意して作成が必要です。

安全管理規程第１８条

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用以外



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（船長からの連絡について）

25

本規程、運航基準

定点連絡及び入港連絡を定める必要がない場合は、削除する箇所があるので、注意して作成
が必要です。

安全管理規程第２３条

一般航路事業者用、貨物フェリー事業者用

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用、小規模事業者用



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（作業の体制について）

（作業の体制）
第２６条 運航管理者は、船舶に乗り組んでいない従業者の中から陸上作業員を指名するとともに、
陸上作業員の配置を定めなければならない。
２ 運航管理者は、担当船舶の乗組員の配置体制を把握するものとする。
３ 運航管理者は、輸送の安全を確保するため、乗組員と陸上作業員とが緊密に連携するために必
要な措置を講じるものとする。
４ 陸上作業員の具体的配置、作業体制その他の取扱いは、作業基準に定めるところによる。

26

本規程、作業基準

作業の体制については、各事業者により、異なるので、チェックマニュアルを参照し、注意
して作成する必要があります。

①陸上作業員がおり、運航管理員が陸上作業を行わない場合
・ひな形通りで記載。

※陸上作業を自社以外の○○会社等に委託している場合は、第1項について、次のように規定する。
「運航管理者は、委託契約に基づき、○○港における○○会社の陸上作業を指揮監督する。この場合、○○会
社の陸上作業員の中から作業指揮者（以下「陸上作業指揮者」という。）を指名させておくものとする。

②運航管理員が陸上作業を行う場合（運航管理員が陸上作業員である場合や陸上作業指揮者である場合）
・作業基準をチェックマニュアルに従って複数箇所書き換える。

③船長や船内作業員のみで離着岸を実施する場合
・第１項、第３項び第４項を削除する。
・さらに、作業基準をチェックマニュアルに従って複数箇所書き換える。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（運航基準図について）

27

運航基準

運航基準図については各事業者の運航形態によって、チェックマニュアルに従って、適宜修
正が必要です。また、保存期間は１年になります。

運航基準第６条

一般航路事業者用、貨物フェリー事業者用

旅客定員12名以下の小型船舶事業者用、小規模事業者用



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（速力基準について）

28

運航基準

速力基準については、表は例示であり、船舶ごとで基準が異なる場合は別紙などで作成する
ことも可能です。船外機を使用している船舶等で、速力及び毎分機関回転数などを表示でき
る設備がない場合は、第1項及び第2項を削除することも可能です。

運航基準第８条

・機関の発停、速力の増減を船橋で行う場合は、第２
項中「及び機関室の操作する位置から見易い場所」を
削除する。
・旋回径、惰力が非常に小さい小型の船舶の場合は、
第３項の操縦性能表を備え付けることを要しない。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（航海当直配置や特定航法について）

29

運航基準

・特定航法や船長が甲板上の指揮をとるべき海域等、航海当直配置は、運航形態に応じて必
要でなければ削除してください。

運航基準第９条～第１１条（１２名以下は、第９～１０条）



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局６．安全管理規程（フェーズ２） 作成時の注意点（非常連絡表について）

30

事故処理基準

・非常連絡表については別表で作成することが可能です。下記の作成時には、安全統括管理
者等の名称や電話番号の記載をしてください。

事故処理基準第５条

記載要

記載要

記載要

（例）は消す
非常連絡表については、日頃から
すぐに関係各所への連絡を円滑に
行えるように確認できるようにし

ておくこと。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局７．安全管理規程改正に伴い必要となる手続

● 安全管理規程の改正及び届出
○ Ⅰ.安全管理規程変更届出書、Ⅱ.改正した安全管理規程、Ⅲ.新旧の対照を明示するため旧安

全管理規程の3点を運輸局へ届出すること。
※ 本来新旧対照表の提出が必要なところ、改正が全文に及ぶため、旧安全管理規程の提出を

もってこれの代わりとする。

● 安全統括管理者・運航管理者の再選任（届出）
○ 昨年度から安全統括管理者・運航管理者の試験制度が開始し、事業者の皆様には試験の受講

や資格者証の発行を進めていただいているところ。
○既存事業者は現在の安全統括管理者・運航管理者に試験を受け合格の上資格者証の発行を受

けるだけでなく、資格者証の発行を受けた者を改めて選任し、届出を行う必要がある。

●上記二点については今年度中（令和９年３月３１日）に行ってください。
（所定の変更が行われない場合、行政処分の対象となりえます）

また、年度末近くには大量の届出が予見されるため、早め早めの対応をよ
ろしくお願いいたします。

安全管理規程のひな形はこちらのQRコードからダウンロードできます。

31



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

運輸局の監査で、記録
簿の記載漏れ・備え置き
のないことが発覚した場
合、行政処分の対象に
なる可能性があります。

８．安全管理規程に基づき作成及び保存が必要な書類

32

・運航計画及び運航基準図（第16条） 1年
・配船計画（第17条） 1年
・配乗計画（第18条） 1年
・運航管理に関する記録（運航管理表）（第24条） 1年
・教育・訓練の記録（教育・訓練記録簿）（第37条） 3年
（※船員法第118条の２又は第118条の３の規定による旅客船の乗組員に対す
る教育・訓練のみ5年）
・内部監査の記録（第41条） 3年
・安全管理体制の評価及び見直しの記録（42条） 3年
・発航前検査記録簿（運航基準14条） 1年
・陸上施設点検記録簿（同15条） 1年
・アルコール検査記録簿（同16条） 1年
・船内巡視記録簿（同20条） 1年

本規程及び運航基準

船舶の安全運航のために作成・保存が必要な書類及びその保存期間は下記の通り。
（安全管理規程と同様に、近畿運輸局HPから各書類のひな形をダウンロードできます）

※作成する規程によって条番号が違う場合があります。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

９．安全情報（ホームページ等による安全情報の公表及び運輸局への提出）

＜事業者が公表する安全情報＞

【事業者情報】

事業者名

事業者のホームページURL

営業所の都道府県市町村名

事業許可／届出年度、事業の種類

地域旅客船安全協議会への加入状況（任意）

任意の安全に関する取組（例：＋ONEマーク取得） 等

船舶保有数（船舶ごとの船名、旅客定員、総トン数）

船舶ごとの救命設備の搭載数（救命胴衣、救命浮輪／
救命浮環、救命いかだ／救命浮器）

船舶ごとの無線設備の搭載状況

船舶ごとの船舶検査証書の交付年月日

【船舶情報】

過去５年間の事故件数（安全管理規程の事故処理
基準に基づき各事業者が国へ報告した事故の件数）

【事故情報】

事業の停止命令

船舶、係留施設その他の輸送施設の使用停止命令

輸送の安全の確保に関する命令

【行政処分の情報】

旅客運送船舶運航事業者は、毎事業年度の経過後100日以内
に、左記の安全情報を会社のホームページ等で公表するととも
に、遅滞なく（目安：１週間以内）その内容を地方運輸局に報
告することが義務づけられております。

虚偽の情報を報告した場合や、公表から遅滞なく（目安：１
週間以内）報告を行わない場合、海上運送法に基づく処分対象
となります。

事業年度を過ぎて未提出の事業者におかれましては、下記
URLもしくはQRコードより様式をダウンロードいただき、下記、
近畿運輸局運航労務監理官メールアドレスへご提出をお願いし
ます。

近畿運輸局海上安全環境部運航労務官
提出先メールアドレス：
kkt-ko-urk＠gxb.mlit.go.jp 

国のHP（旅客船事業者安全情報検索サイト）においても毎年度公表を行う
33



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

９．安全情報（ホームページ等による公表が必要な情報（運輸局への報告は必要なし））

事業者自身において、事業年度の経過とは関係なく以下のような輸送の安全に関わる情報をイン
ターネットの利用（各事業者のHP等）その他適切な方法で公表することが義務づけられておりま
す。（前ページとは違い、運輸局への報告は必要なし）

＜事業者が公表することとする安全情報＞

安全管理規程（運航基準、作業基準、事故処理基準（非常連絡表含む）及び地震防災対策基準
を含む）

安全統括管理者及び運航管理者に係る情報
（社内における役職、選任年月日等）

輸送の安全に関する基本的な方針

輸送の安全に関する重点施策及びその達成状況

＜イメージ（参考例）＞

安全管理規程（運航基準、作業基準、事故処理基準（非常連絡表含む）及び地震防災対策基準を含む）

（企業情報及び個人情報等は除いた上で掲載。）

安全統括管理者及び運航管理者に係る情報
安全統括管理者：代表取締役、R○.○.○選任、 R○.○.○資格者証取得※
運航管理者 ：課長、 R○.○.○選任、 R○.○.○資格者証取得※
※R8年度 資格者証の交付を受けている者のうちからの管理者選任義務の施行後

輸送の安全に関する基本的な方針：
１．関係法令等の遵守と安全を最優先とする
２．安全マネジメント態勢の継続的改善等を実施する 等
（事業者の輸送の安全の確保に関する基本理念を掲載。「安全方針○箇条」といった箇条書き形式でも、簡潔な一文
で述べることでも可。）

輸送の安全に関する重点施策及びその達成状況：
１．○年度は、運航可否の判断の適切な実施により、気象悪化に伴う事故をゼロにする ⇒達成状況：・・・
２．○年度は、運航基準図に沿った航行を確実に実施し、乗揚等の事故をゼロにする ⇒達成状況：・・・
３．○年度は、旅客等に遵守事項を確実に周知し、旅客等の負傷者発生をゼロにする ⇒達成状況：・・・等 34



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局10．よくある質問

35

Q1.安全統括管理者と運航管理者は兼務可能か。
→可能です。また、安全統括管理者と船長の兼務も可能です。
ただし、先述のように運航管理者と船長の兼務は原則として不可能です。（＋条件付の記載）

Q2.海上運送法の運航管理者と内航海運業法の運航管理者は兼務可能か。
→可能です。

Q3.安全統括管理者・運航管理者が最終責任者としており、現場実務は配下の者が担う体制を敷いても問題
ないか。
→運航管理者が現場実務を把握ししておく必要があります。

Q4.社内に複数の運航管理者がいる場合でも、各船舶の運航について最終責任を負う運航管理者は一名のみ
を選任しなければならないのか。
→その通りです。安全管理規程上に明記するのはあくまで最終責任を負う運航管理者であり、それが明確に
された上で複数の者で船舶の運航管理を行うこと自体は支障ありません。

Q5発航前検査等の終了後、船長から運航管理者への連絡手段は電話に限らずメール、SNSなどでもよいか。
→支障ありません。

Q6.各種記録の保存は電子保存でも良いか。
→支障ありません。

Q7.安全管理規程を利用者に向けて公表する際、営業所連絡先やメールアドレス、要員の氏名等も公表しな
ければならないのか。
→個人情報が含まれる部分については公表する必要はありません。

なお、運輸局にはそれらも含め届出する必要があります。

規程全般



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）船舶におけるドライブレコーダーの映像を活用した教育訓練について

36海事：船舶におけるドライブレコーダーの映像を活用した教育訓練 - 国土交通省
https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_fr6_000061.html

船舶におけるドライブレコーダーの映像を活用した教育訓練ガイドライン.pdf
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/002010158.pdf

第二号旅客不定期航路事業（小型船舶のみをその用に供する旅客不定期航路事業）事業者は、下
掲のガイドラインやQ＆Aを確認しながら、ドライブレコーダーを用いた教育訓練を行っていただ
くようお願いいたします。（令和９年４月１日より義務化(Q＆A).pdf
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/002016921.pdf）



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

（参考）船舶におけるドライブレコーダーの映像を活用した教育訓練について

37



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

（参考）船舶におけるドライブレコーダーの映像を活用した教育訓練について

38



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について

39

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全管理規程」と検索し、以下
のページをご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（安全管理規程）

40

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全管理規程」と検索し、以下
の「安全管理規程について」をご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局

安全管理規程の変更には、各事業者ごとで申請いただ
くひな形が異なります。

※旅客定員12名以下の小型船舶事業者の場合
以下の書類の提出が必要になります。
１．安全管理規程設定（変更）届出書

２－４．旅客定員12名以下の小型船舶事業者
２－５．運航可否判断等の手順書



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（安全統括管理者・運航管理者）

41

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全統括管理者・運航管理者」
と検索し、以下の「安全統括管理者・運航管理者について」をご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局

Step1：試験の申込
※申込は海洋共育センターまで

https://www.prometric-
jp.com/examinee/test_list/archives/93

Step2：資格者証の交付申請
※申請は近畿運輸局海上安全環境部

運航労務監理官まで

Step3：選任届出書の申請
※申請は近畿運輸局海上安全環境部

運航労務監理官まで
※既に選任済みでも再度選任が必要になります。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（船長兼務報告書）

42

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全統括管理者・運航管理者」
と検索し、以下の「＜＜運航管理者と船員の兼務の禁止＞＞」をご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局

同時に運航している船舶が１隻であって、当該船舶の総トン数が20トン未満
（小型船舶）かつ旅客定員が13人未満である登録（届出）事業者にあっては、

運航管理者及び陸上従業者それぞれに登録機関において講習を受講させ（２年ごと
の更新制）、講習の修了証明書をあらかじめ運輸局に運航管理者選任届出書と船長

兼務報告書を提出することで兼務が可能です（申請方法は次ページ）。

その場合、陸上従業者は事務所又は事業場などの運航管理者と常時連絡が可能な
場所への配置が必要です。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（船長兼務報告書）

43

限定小規模事業者特例用として、船長兼務運航管理者を選任する場合には、兼務報告書のご提出
も併せてお願いいたします。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（記録簿関係）

44

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全管理規程」と検索し、以下
の「＜＜記録簿関係＞＞」をご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局

・運航計画及び運航基準図（第16条）1年
・配船計画（第17条）1年
・配乗計画（第18条）1年
・運航管理に関する記録（運航管理表）（第24条）1年
・教育・訓練の記録（教育・訓練記録簿）（第37条）3年
（※船員法第118条の２又は第118条の３の規定による旅
客船の乗組員に対する教育・訓練のみ5年）
・内部監査の記録（第41条）3年
・安全管理体制の評価及び見直しの記録（42条）3年
・発航前検査記録簿（運航基準14条）1年
・陸上施設点検記録簿（同15条）1年
・アルコール検査記録簿（同16条）1年
・船内巡視記録簿（同20条）1年

運輸局の監査で、記録簿
の記載漏れ・備え置きの

ないことが発覚した場合、
行政処分の対象に
なる可能性があります。



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局（参考）各種案内の近畿運輸局HP掲載箇所について（安全情報関係）

45

GoogleやYahoo等の検索フォームから、「近畿運輸局 旅客船 安全情報」と検索し、以下の
「安全情報の公表・報告について」をご確認ください。

安全管理規程、安全統括管理者・運航管理者の選任、安全情報の公表・報告について - 近畿運輸局

旅客運送船舶運航事業者は、毎事業年度の経過後100日以内に、
左記の安全情報を会社のホームページ等で公表するとともに、遅
滞なく（目安：１週間以内）その内容を地方運輸局に報告するこ
とが義務づけられております。

虚偽の情報を報告した場合や、公表から遅滞なく（目安：１週
間以内）報告を行わない場合、海上運送法に基づく処分対象とな
ります。

事業年度を過ぎて未提出の事業者におかれましては、下記URL
もしくはQRコードより様式をダウンロードいただき、下記、近
畿運輸局運航労務監理官メールアドレスへご提出をお願いします。

近畿運輸局海上安全環境部運航労務官
提出先メールアドレス：
kkt-ko-urk＠gxb.mlit.go.jp 



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先
近畿運輸局

① 安全統括管理者・運航管理者の
試験に合格しているか

（任意のタイミング）
安全管理規程（フェーズ２）の作成

作成方法は、
近畿運輸局HP 安全管理規程について≪申請様式・ひな型・作成要領≫を参照

② 安全統括管理者・運航管理者の
資格者証交付申請を行っているか

②’ 海洋共育センターへ受験申込
し、合格する

③ 合格者本人が資格者証の交付申請を運輸局に行う
申請方法は、

近畿運輸局HP 安全統括管理者・運航管理者について≪資格者証交付関係≫を参照

YES
YES

NO

（注）：安全情報の公表については、変更がある都度、
報告は毎事業年度終了後１００日以内に報告が必要です。

（参考）令和８年度中に必要な手続き等の流れ
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NO

YES

④ 事業者が選任届出書の提出を運輸局に行っているか
申請方法は、

近畿運輸局HP 安全統括管理者・運航管理者について≪選任届出関係≫を参照

YES

NO

YES

⑤ 事業者が安全管理規程変更届出書の提出を運輸局に行う
申請方法は、

近畿運輸局HP 安全管理規程について≪申請様式・ひな型・作成要領≫を参照

NO
⑥

安全情報の報告
作成方法は、
近畿運輸局HP

安全情報の公表・報告についてを参照

YES

PASSED


